
過去３０年の成果と 
「新たな都市創造」に向けた取組  （案） 

けいはんな学研都市新たな都市創造委員会 
資料２ 



はじめに 新たな都市創造委員会の取組 

2 

平成２７年度 

けいはんな学研都市 
新たな都市創造委員会 

平成２８年度以降 平成２６年度 

新たなステージ
におけるあり方
検討協議会 

（仮称）けいはん
な学研都市新た
な都市創造会議 

けいはんな学研都市の新たなス
テージにおけるあり方の取り纏め 

学研都市の到達点と課題認識 

新たな都市創造の理念、ビ
ジョン、実現戦略 

取組体制 

 

 

「けいはんな学
研都市新たなス
テージにおける
あり方（素案）」 

取組の推進 

進捗管理等 

関係者が総力を挙げ
検討し、認識を共有 
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１５ 

1 過去３０年の経緯と現状   ①主な経緯 

3 

提言･構想期 構想実現段階 都市の建設段階 建設推進・高度な
都市運営の段階 



１ 過去３０年の経緯と現状   ②学研都市の特徴 
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３つの特徴 

クラスター型開発 
文化学術研究施設
と住宅の複合開発 

学研促進法に基づく国家プロジェクトの推進 

産学官の 
協力と連携 



１ 過去３０年の経緯と現状   ③都市建設～クラスター 

クラスター型の段階的整備により都市建設が進められ、文化学術研究地区
3,600haの約6割が整備済みであるが、未整備地区も残る。 
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地区名 合計 
造成用地面積 

未造
成 整備

済 
整備
中 

計画
中 

未分
譲 

田辺 100 100 

南田辺・狛田 344 83 64 197 

木津 737 399 5 25 55 254 

精華・西木津 506 477 26 20 13 

平城・相楽 626 618 8 

氷室・津田 74 74 

清滝・室池 340 247 93 

田原 127 125 2 

平城宮跡 142 11 108 23 

高山 333 40 6 287 

未定等 271 271 

合計 3,600 2,144 113 56 173 1,114 

（構成比） 100％ 59.6％ 3.1％ 1.6％ 4.8％ 30.9％ 

単位：ha 

（H27.4.1現在 国土交通省調） ※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある  

クラスター別の整備進捗状況 学研都市全域   １５，０００ha 
 内文化学術研究地区  ３，６００ha（12クラスター） 

３ 

京田辺市 

枚方市 

精華町 
交野市 

四条畷市 

奈良市 

生駒市 
木津川市 

事業完了地区 

事業中地区 

未着手地区 



１ 過去３０年の経緯と現状    ④都市建設～都市軸(主なもの） 
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精華大通線 

大和中央道 

東中央線 

南田辺狛
田中央線 

柘植東畑線 

高山東西線 

高山南北線 

第二京阪道路 
全線開通（H22） 

京奈和道路 
京都府域開通（H12) 

新名神 城陽～八幡間
事業中（H29.3完成予定) 

JR学研都市線複線化 
（長尾～松井山手）（H1） 

近鉄けいはんな線延伸 
（生駒～学研奈良登美ヶ丘）（H18） 

国道168号（壱分バイ
パス）の完成（Ｈ19） 

国道163号（学研連
絡道路）の整備進捗 

山手幹線の整備進捗 

国道163号（木津バイパ
ス）の整備 



１ 過去３０年の経緯と現状   ⑤都市の集積～人口 
学研地区内人口は約９万人、都市合計では24.7万人に達している。 
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2015年4月1日現在 

  学研地区    91,223人   

  周辺地区  155.584人 

  都市合計  246,807人 

段階的、継続的に宅地
造成が進められており人
口は着実に増加。今後
も人口増が見込まれる。 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1
9
8

8

1
9
8

9

1
9
9

0

1
9
9

1

1
9
9

2

1
9
9

3

1
9
9

4

1
9
9

5

1
9
9

6

1
9
9

7

1
9
9

8

1
9
9

9

2
0
0
0

2
0
0

1

2
0
0

2

2
0
0

3

2
0
0

4

2
0
0

5

2
0
0

6

2
0
0

7

2
0
0

8

2
0
0

9

2
0
1

0

2
0
1

1

2
0
1

2

2
0
1

3

2
0
1

4

2
0
1

5

都市合計 

周辺地区 

学研地域 

（各年４月１日） 

18,976 

139,509 

158,485 

246,807 

155,584 

91,223 

平城・相楽 

精華・西木津 

田原 

木津 

南田辺・狛田 

（単位：人） 



１ 過去３０年の経緯と現状   ⑥都市の集積～立地施設 
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研究開発型産業施設 

研究施設 

研究者・職員等数 

59 

38 
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注）グラフは年度末の施設数 
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2015年5月末現在 
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地
施
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数 

研
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医療・バイオ 

１ 過去３０年の経緯と現状   ⑦研究分野の現状 

9 
注)横断的な研究分野・機関も少なくないが、ここでは便

宜的に4分野に区分した 
大学は、大学院研究科（理系）で区分した 

   

世界の未来像 

 

高等研 

新産業創出 
民間研
究機関 

研究開発等
の支援機関 

新産業創出 

民間研
究機関 

研究開
発型産
業施設 

研究開発等
の支援機関 

新産業創出 

民間研
究機関 

研究開発等
の支援機関 

環境・エネルギー 

RITE▽ 

原研▼ 

同志社
大★ 

大阪大 

奈良先
端大☆ 

京都大 
同志社
大★ 

京都 
府立大 

情報通信 

NICT 

ATR 
◆ 

大阪電
通大◇ 

同志社
大★ 

•光ネットワーク 
• ネットワークセキュリテ 
•ユニバーサル・コミュニケ
ーション（多言語翻訳） 

•未来ICT 
•電波計測 
•脳情報通信融合   等 

•脳情報科学（BMI等） 
• ライフ・サポート、ロボット 
•無線通信 

•温暖化対策シナリオ 
• CO2分離・回収・グリーン
プロセス技術 

• CO2貯留技術  等 

•量子ビーム機能性分子
解析技術 

•先端ビーム技術 
• レーザー応用技術 

•自由電子レーザー施設 

 

•工学研究科 
•総合情報学研究科 

•情報工学研究科 
•電気・電子工学研究科 

•機械工学研究科 
•応用科学研究科 
•数理環境科学研究科 

•生命医科学研究科 

•生命環境学部附属農場 
•産学公連携研究拠点施設 

•農学研究科附属農場 
ゼロエネルギーファーム 
農工医連携研究プラット
フォーム 等 

奈良先
端大☆ 

•情報科学研究科 研究開発等の支援機関 
•国立国会図書館関西館 
•関西経済連合会 
• (株)けいはんな 
•京都府けいはんなベンチャ
ーセンター 

•奈良先端科学技術大学院
大学産官学連携推進本部 

•同志社大学連携型起業家
育成施設（D-egg） 

• 3府県8市町 
•関西文化学術都市推進機
構   等 

ATR◆ 

原研▼ 

•バイオサイエン
ス研究科 

•物質創成科学
研究科 

•生命科学、環
境、食農 

•医療・バイオ応用
量子ビーム技術 

RITE▽ 

•バイオファイナリー
技術 

研究開
発型産
業施設 

研究開
発型産
業施設 

大阪電 
通大◇ 

同志社
女子大 

•薬学研究科 

•医療福祉工
学研究科 

 

 

多様な分野で革新的な研究開発や新産業創出が進められている。 



１ 過去３０年の経緯と現状   ⑧３０年間の大きな流れ 

10 

 

 

提言･構想期 

構想実現段階 

都市の建設段階 

建設推進・高度な都市運営の段階 

奥田懇談会提言における基本的理念（S53～S59） 

人類社会の諸課題に応えるための新しい学術研究
機関の設置と総合的な学術研究都市の形成 

関西文化学術研究都市の今後の整備方策につ
いて（セカンド・ステージ・プラン）（H8） 

『21世紀の文化・文明を創造する新文化首都』 

関西文化学術研究都市サード・ステージ・プラ
ン（H18） 

『未来を拓く知の創造都市の形成』 

関西文化学術研究都市建設促進法（S62） 

 

 
先端的な基礎研
究の成果が社会
実装に向け活用
されつつある 

 
情報通信系分野
から多様な分野
に広がってきて
いる 

立地
施設 

基礎研究 情報通信 

研究開発 

機能 分野 

環境・エネル
ギー 

医療・バイオ等
の立地も進展 

社会実証 

社会実装 



         

学
研
都
市
の
理
念 

①文化学術研究の新たな展
開の拠点づくり 

②世界及び我が国の文化学
術研究の発展並びに国民
経済の発達への寄与 

③未来を拓く知の創造都市の
形成 

２ サード・ステージの到達点 ①プランの概要   

11 

取組の方向 

サード・ステー
ジ・プランの視点 

新たな要請と課題 
①新産業の創出 
②創造的な都市活動の展開 
③国際化に対応した都市の形成 
④新たな都市運営の展開 

 

現状の課題 
①都市としての総合力の発揮が
不十分 

②都市の賑わいや機能の不足 
③クラスター整備の遅れ 
④交通基盤整備の遅れ 

 

①学研都市の総合
力の強化 

②交流連携を通じ
た一体性の確立 

③都市運営に重点
をおいた取組 

理念の実現に向
けて特に重視す
べき点 ①学研都市発の新たな

文化・学術研究・産業
の創造 

②アジアをはじめ世界に
拓かれた都市づくり 

 

③未来を拓く知の創造
都市の形成 

 

④学研都市の活動を支
える都市基盤及び交
通基盤の整備促進 

⑤「建設推進・高度な都
市運営」への新たな
展開 

・「持続可能社会のた
めの科学」の推進 

・産官学連携による新
産業の創出  等 

・国際化に向けた学研
都市の活動展開 

・国際化に向けた都市
環境の整備 

・良好な街並み及び都
市サービスの向上 

・学研都市における
「フィールドの多様な
展開」 等 

・都市基盤の整備促進、
未利用地の有効活用 

・交通基盤の整備促進 

・「関西全体で学研都
市を支え・推進する体
制」づくり 等 

主な取組 

『サード・ステージ・プラン』 概ね10年間における学研都市の取組の方向性を示すもの 



２ サード・ステージの到達点   ②成果と課題  
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サード・ステージの主な成果 
着実な開発・基盤整備の進展 

人口の増加 

研究施設、研究開発型産業施設の着実
な増加による多様性・厚みの向上 

住民が参加する多様な実証事業の推進 

特区等を通じたオール関西の一体的な
戦略推進に貢献 

多様な交流の展開 

 

 

 

 

 

長期的な視点での 
課題認識 

多様な施設立地を踏まえたイ
ノベーションの一層の推進 

学研都市の一体性の向上や
関西における役割の強化に資
する都市形成の推進 

科学技術と住民生活・文化の
融合 

 イノベーションの推進や都市
形成を支える「高度な都市運
営」のための仕組みの構築 

十分に達成できなかった主な点 
集積のメリットを活かした新産業創出の
成果や仕組みの構築 

交通アクセスの向上 

都市運営の統一的で強力な推進体制の
構築 
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５ 新たなステージのビジョン 

けいはんな学研都市の目指す方向  『世界の未来への貢献』 『「知の創造都市」の開花』  

新たなステージにおいて具現化すべき都市の姿 

世界の知と産業を牽引
する都市 

持続的にイノベーション
を生み出す都市 

科学・生活・文化・自然
環境が融合する自律型
都市 

６ ビジョン実現に向けた推進戦略 

都市形成戦略 イノベーション推進戦略 都市運営戦略 

７ 今後の主な検討事項 

１ けいはんな学研都市の基本理念と
これまでの経過 

２ サード・ステージ・プラン
の到達点 

３ 時代潮流 

４ けいはんな学研都市が踏
まえるべき内部環境と外
部環境 

３ 新たなステージにおけるあり方(素案)  
①「あり方（素案）」の構成 



①革新的な研究開発と
新産業の創出 

②イノベーション・エコシ
ステムの構築 

③研究拠点等との連携 

④世界への展開 

①けいはんならしいライフ
スタイルを育むまちづくり 

③都市の多様性を高め
る土地利用の推進 

②都市モビリティの向上 

①ネットワーク型の推進体
制の構築 

②都市のプロモーション推
進 

③進捗管理 （ＰＤＣＡ） 

３ 新たなステージにおけるあり方(素案)   ②３つの推進戦略 
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都市運営 

イノベー
ション推進 

都市 
形成 



３ 協議会における検討結果   ③各主体の関わり 
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大学 

中核的 
研究機関 

国 

研究機関 

経済界 

自治体 

支援機関 

研究開発型
産業施設 

コミュニ
ティ・住民 

都市運営 

イノベー
ション推進 

都市 
形成 



３ 協議会における検討結果   ④主要な検討課題 

16 

けいはんな学研都市の役割を明確化 

国の重要政策等への対応の視点強化 

けいはんな学研都市の独自性を一層 

明確化 

ビジョン実現に向けた関係者の認識 

共有 

関西における役割 
我が国における役割 
世界における役割 

科学技術政策 
産業政策 
国土政策等 

科学技術や文化に関す
る未来への展望 

科学技術と住民生活等
の一体性の創出 

ビジョンと推進戦略の内
容 

推進体制、推進方策 



[国の重要政策等への対応] 
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新たな国土形成計画 
• 今後１０年間の国土形成に関する基本的
な方針 

• 今年夏閣議決定予定 

第５期科学技術基本計画 
• 平成28年度から５か年の計画 

• 年内答申案とりまとめ、その後答申、閣
議決定予定 

まち・ひと・しごと創生 
• 平成26年12月に国の「長期ビジョン」及び
「総合戦略」 を策定済 

• 全国の地方公共団体で「地方人口ビジョ
ン」及び「地方版総合戦略」を今年度中に
策定 

 人口減少、切迫する巨大災害、インフラ老朽化、
食料、水、エネルギーの安定的確保等、重要な
岐路における長期を見通した総合的ビジョン 
 「対流促進型国土」の形成 

 重層的かつ強靭な「コンパクト＋ネットワーク」 

 東京一極集中の是正と東京圏の位置付け 

 地域別の整備の方向（リニア中央新幹線によるスー
パー・メガリージョンの形成等） 

 科学技術の異次元の進化、世界の大きな 変革
の中で、科学技術イノベーション政策を、我が国
が科学技術のフロンティアに おいてリーダー
シップを取り、我が国経済社会が今後力強く成
長していくための未来への 投資を誘導する、国
家戦略の根幹として位置付ける 

 人口減少克服と地方創生をあわせて行うことに
より、 将来にわたって活力ある日本社会を維
持することを目指す 

 人口減少と地域経済縮小の克服 

  「東京一極集中」の是正 

  若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現 

 地域の特性に即して地域課題を解決 

 まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 
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